


















































































































































































は、中学校区に 1 か所（1 万か所）以上とされており、その数は年々増加している（2018 年度は、
全国に7,259か所）。	 



















































































の利用が二極化していることを指摘しており、立地条件が非利用に至る要因の 1 つと述べている。 
	 香崎(2012)は、子育て支援施設の非利用者の現状と支援の課題を明らかにすることを目的とし、


























































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 






































































	 ⒈	 1990年代以降の少子化対策と子育て支援施策の変遷	 
	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒉	 子ども・子育て支援新制度	 
	 







	 1990 年の「1.57 ショック5」を契機に、政府は、本格的に少子化対策に関する検討を始めた。最
初の具体的な施策は、厚生省・文部省・労働省・建設省によって 1994 年に策定された「今後の子































                                            
5 1990 年の「1.57 ショック」とは、前年の合計特殊出生率が 1.57 と、「ひのえうま」という特殊要因により
過去最低であった 1966 年の合計特殊出生率 1.58 を下回ったことが判明したときの衝撃を指している。 










































	 子ども・子育て支援新制度（以下、新制度という）は、2012 年 8 月に成立した子ども・子育て

















                                            
9 内閣府「子ども・子育て支援新制度	 なるほどBOOK」,p.1
〈http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/event/publicity/pdf/naruhodo_book_2804/a4_book1.pdf〉2018




































                                            
10	 内閣府「市町村子ども・子育て支援事業計画」,p.18 
< https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/outline/pdf/setsumei2.pdf>2018 年 12 月 13 日最終アクセス. 









































































































	 第 2 章では、内閣府、厚生労働省等の資料、先行研究をもとに、1990年代以降の少子化対策と子
育て支援事業について整理した。 











































	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒈	 地域子育て支援拠点事業の概要	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒉	 地域子育て支援拠点事業の成り立ち	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒊	 地域子育て支援拠点事業の実施状況	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒋	 地域子育て支援拠点利用状況	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒌	 地域子育て支援拠点事業の課題	 








































                                            
12 内閣府,2017,「子ども・子育て支援新制度について」	 







































































































                                            
14 「平成 28 年度子ども・子育て支援交付金の交付について」の別紙「子ども・子育て支援交付金交付要綱」 
①一般型	 
ア	 基本分	 
	 	 (ア)3〜4日型	 
	 	 ・常勤職員又は非常勤職員を合計3名以上配置する場合	 	 	 	 5,114,000 円	 
	 	 ・常勤職員又は非常勤職員を合計2名配置する場合	 	 	 	 	 	 3,785,000 円	 
	 
	 	 (イ)5日型	 
	 	 ・常勤職員を配置する場合	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 7,842,000 円	 
	 	 ・非常勤職員のみを配置する場合	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 4,640,000 円	 
	 
	 	 (ウ)6〜7日型	 
	 	 ・常勤職員を配置する場合	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 8,364,000 円	 








































                                            
15 厚生労働省,2007,「地域子育て支援拠点事業	 実施のご案内」p.3. 










	 表3-3	 子育て支援員専門研修、地域子育て支援拠点事業の内容	 


































































































らない」事業（社会福祉法	 第 1 章第 2 条） 
 23 





























	 拠点施設の設置目標数は、2010 年 1 月に閣議決定された「子ども・子育てビジョン」において、





























	 2016 年度の0〜4 歳の男女千人当たりの拠点施設の設置か所数についてみてみると、全国平均
は1.4カ所、最多は新潟県の2.7か所、最少は東京都の0.7か所であった。また、25〜44 歳の男
女 1 万人当たりの拠点施設の設置か所数については、全国平均が 2.2 か所、最多は新潟県の 4.3
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１か所未満 （ 3 ）
１か所以上　　２か所未満 （ 32 ）
２か所以上　　３か所未満 （ 12 ）
０歳～４歳人口千人当たり 
No 自治体名 実施数 人口 （千人） か所数 No 自治体名 実施数 
人口 
（千人） か所数 
1 北海道 358  186  1.9  25 滋賀県 92  64  1.4  
2 青森県 101  43  2.3  26 京都府 264  98  2.7  
3 岩手県 86  45  1.9  27 大阪府 416  344  1.2  
4 宮城県 135  90  1.5  28 兵庫県 311  219  1.4  
5 秋田県 61  30  2.0  29 奈良県 72  51  1.4  
6 山形県 97  40  2.4  30 和歌山県 54  35  1.5  
7 福島県 102  68  1.5  31 鳥取県 48  23  2.1  
8 茨城県 265  110  2.4  32 島根県 42  27  1.6  
9 栃木県 100  77  1.3  33 岡山県 121  78  1.6  
10 群馬県 134  74  1.8  34 広島県 141  120  1.2  
11 埼玉県 461  285  1.6  35 山口県 110  52  2.1  
12 千葉県 312  236  1.3  36 徳島県 47  27  1.7  
13 東京都 414  527  0.8  37 香川県 91  38  2.4  
14 神奈川県 253  366  0.7  38 愛媛県 83  52  1.6  
15 新潟県 227  84  2.7  39 高知県 41  25  1.6  
16 富山県 78  38  2.1  40 福岡県 151  221  0.7  
17 石川県 80  46  1.7  41 佐賀県 56  36  1.6  
18 福井県 57  31  1.8  42 長崎県 106  56  1.9  
19 山梨県 68  30  2.3  43 熊本県 120  77  1.6  
20 長野県 156  80  2.0  44 大分県 70  46  1.5  
21 岐阜県 120  80  1.5  45 宮崎県 71  47  1.5  
22 静岡県 234  147  1.6  46 鹿児島県 98  71  1.4  
23 愛知県 345  330  1.0  47 沖縄県 94  83  1.1  




















































































































        全国ベース ２．２か所 （最多：新潟県４．３か所、最少：東京都１．０か所） 
 
  ０歳～ ４歳の男女１千人当たり 






均を少し上回る程度であり、最多は美里町の 16.9 か所、最小は人口が少ない 6 町村の 0 か所であ
った。45 市町村のうち、20 市町村の人口当たりの設置か所数が、都道府県の中で最多であった新
潟県の2.7 か所を上回っている。上天草市は、2015 年度の国勢調査の結果によると0〜4歳の人口
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運営主体 直営 NPO法人 社福法人 社協 学校法人 株式会社 任意団体等 その他 計 
全体 2,473  731  2,629  383  216  137  226  268  7,063  
一般型 2,150  600  2,349  185  208  111  200  150  5,953  
出張ひろば 49  55  58  10  4  2  5  7  190  
経過措置 94  1  76  2  － 1  － 3  177  









































３日 ７日 5日 ６日 4日 
80.5 16.3 






開催日数 １日 ２日 ３日 ４日 ５日 
出張 
ひろば 
153  31  3  1  2  
開催日数 3日 4日 5日 6日 7日 
全体 1,016  245  4,157  1,225  218  
一般型 676  209  3,868  1,007  176  
経過措置 163  13  1  - - 































































全体 2,871  587  37  1,611  957  259  302  306  133  7,063  
一般型 2,643  553  36  1,527  255  244  281  291  123  5,953  
出張ひろば 49  10  1  70  14  10  20  15  1  190  
経過措置 136  16  - 14  3  5  1  - 2  177  
















































































                                            
20 NPO 法人子育てひろば全国連絡協議会（2015）地域子育て支援拠点事業に関するアンケート調査 2015. 





































































































































































































































































































































































































































































































































































り、「中学校区に 1 か所」の基準に沿った整備が進んでいる状況ではない。また、人口 1 万人未満





































































	 	 	 	 	 	 	 	 ⒈	 上天草市の概況	 
	 	 	 	 	 	 	 	 ⒉	 上天草市の就業状況	 
	 	 	 	 	 	 	 	 ⒊	 上天草市の子育て支援施策	 
	 	 	 	 	 	 	 	 ⒋	 上天草市の子ども・子育てを取り巻く環境と課題	 





























えてきた地域であり、市内ではこれまで 5 基の装飾古墳が発掘されている。1566 年、ポルトガル
人のルイス・アルメイダ神父によってキリスト教は、天草に伝えられ、当時天草を統治していた 5
人の豪族がキリスト教に改宗したことで、多くの領民がキリシタンとなった。1637 年 10 月に島原・
天草の乱が勃発したが、上天草市は、一揆軍を率いた天草四郎の故郷としても知られている21。 





	 1966 年 9 月に九州本土から天草諸島を繋ぐ天草五橋が完成したことによりインフラの整備が進
み、観光業を始めとした各種産業が大きく発展した。 
	 産業に関しては、温暖な気候や水産資源を生かした農業や漁業等の第一次産業が盛んに行われて






	 上天草市の人口は、1950 年をピークに減少を続け、2015 年の国勢調査では、27,006 人、世帯数
は 10,477 世帯まで減少している。 







	 2015 年度の 3 区分別の人口割合をみると、年少人口（0〜14 歳）が、11.1％、生産年齢人口（15
〜64 歳）が 51.3％、老年人口（65 歳以上）が 37.5％で、図 2 の通り、年少人口、生産年齢人口の
割合は年々減少し、老年人口の割合は年々増加を続けており、上天草市の少子高齢化は深刻化する
一方である。 
	 年少人口の中でも特に、0〜9 歳の人口減少は著しく、2009 年には 2,386 人だったのが、2013






















































































	 上天草市の合計特殊出生率は、図 4-5 のように全国及び熊本県平均を上回っており、（2012 年ま
でのデータに限られるが）2012 年には全国平均が 1.41 なのに対して上天草市は 1.72 と比較的高い
水準を保っている。 
	 上天草市における 2014 年の出生数は 176 人で 2010 年の 226 人と比較すると 22％、2000 年の










	 各地区の人口の状況は、下の表 4-1 の通りである。旧大矢野町の人口が 13,708 人（2015 年）と
最も多く全体の半数以上を占めている。旧大矢野町と二番目に人口が多い旧松島町の人口を合わせ
ると 20,822 人（2015 年）となり全体の 78％に達する。人口規模が小さい旧姫戸町、龍ケ岳町は、

















































































































































































































































平成 27 年  
人口  











り）   
上天草市 27,006 29,902 ▲ 2,896 ▲ 9.68 126.91 212.8 
旧大矢野町 13,708 15,041 ▲ 1,333 ▲ 8.86 37.95 361.2 
旧松島町 7,114 7,848 ▲ 734 ▲ 9.35 51.20 138.9 
旧姫戸町 2,458 2,777 ▲ 319 ▲ 11.49 19.34 127.1 
旧龍ケ岳町 3,726 4,236 ▲ 510 ▲ 12.04 17.49 213 
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転入 転出 社会増減 
（人） 
0～4歳, 54 0～4歳, 43 
15～19歳, 69 15～19歳, 50 
20～24歳, 87 20～24歳, 92 
25～29歳, 104 25～29歳, 89 
30～34歳, 74 30～34歳, 80 
35～39歳, 49 35～39歳, 54 
0～4歳, -60 0～4歳, -52 
15～19歳, -128 15～19歳, -126 
20～24歳, -195 20～24歳, -202 
25～29歳, -133 25～29歳, -119 
30～34歳, -101 30～34歳, -104 








































































































































































































































































	 産業 3 分類別の就業者数の割合をみると、第一次産業の就業者数は、1960 年に 58.8％を占めて







図 4-8	 就業者数の推移	 
出典：国勢調査のデータをもとに作成	 



















28.18 26.59 21.26 18.21 15.51 14.21 13.3 
26.47 26.49 29.82 28.8 26.88 24.25 29.8 
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アピールを行っている。2016 年の第 5 回企業説明会から県立上天草高校へ生徒の派遣を依頼し、




	 上天草市は、2004 年度に「上天草市次世代育成支援（前期）行動計画」、2009 年度に「上天草
市次世代育成支援（後期）行動計画」を策定し、子ども・子育て支援施策を実施してきた。これら










































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画	 
n 実施時期：2013 年 12 月 19 日〜2014 年 1 月 10 日 




就学前児童：346 件（回収率	 38.9％） 





























































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画を元に筆者が作成	 
	 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































	 第 4 章では、上天草市人口ビジョン、上天草市子ども・子育て支援事業計画（以下、事業計画と
いう）による文献調査や上天草市ふるさとハローワーク、産業政策課産業創出係へのヒアリング調
査によって上天草市の概況と子育て世帯を取り巻く環境について明らかにした。 
	 上天草市の 2010 年の人口は 29,902 人で、2015 年の人口は 27,006 人、2010 年から 2015 年ま














































	 	 	 	 	 	 	 ⒈	 上天草市の地域子育て支援拠点事業の概要	 
	 	 	 	 	 	 	 ⒉	 地域子育て支援拠点事業の運営実態	 
	 	 	 	 	 	 	 ⒊	 地域子育て支援拠点事業の利用実態	 
	 	 	 	 	 	 	 ⒋	 地域子育て支援拠点が抱える課題	 
	 	 	 	 	 	 	 ⒌	 考察と小括	 









































































                                            




(C)Yahoo Japan,(C)ZENRIN 7 km図4-1	 上天草市の地域子育て支援拠点の位置	 
※①施設A	 ②施設B	 ③施設C	 ④施設D	 ⑤施設E	 出典：yahooマップ	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       このマークの日は、 
       施設を自由にお使 
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26 子どもの成長や発達について悩んでいる親子が集まる場の提供が実施されている。 































































容は異なっている。どの拠点施設も週に 2 回程度、活動日が設定されており、4 つの基本事業に則
った様々な支援活動が実施されている。各拠点施設の支援内容は、支援職員が主体となって計画を
立てている場合が多く、利用者のニーズや状況に応じた取り組みの改善や工夫が行われている。	 





















	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：各地域子育て支援拠点に対するヒアリング調査を元に筆者が作成	 


























































































































































































































































































	 実際に、ヒアリングを実施した 14 人の母親のうち、12 人が市外出身で、父親の転勤や転職等で
上天草市に転入してきた世帯であり、残りの市内出身の 2 人の母親のうち、1 人は出産で里帰り中































































































































































































































































































































































































































































	 	 ⒈	 第5章までのまとめ	 
	 	 ⒉	 上天草市における地域子育て支援拠点事業の果たす役割	 
	 	 ⒊	 結論	 
	 	 ⒋	 上天草市の地域子育て支援拠点事業の今後のあり方についての提言	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所別の分析結果を中心に」「Human welfare : HW 」5(1),pp.75-85. 
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21. 内閣府「市町村子ども・子育て支援事業計
画」,p.18<https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/outline/pdf/setsumei2.pdf>2018 年 12













ト調査 2015	 地域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究事業	 報告書」 
 
	 
